
Ⅰ．公立化効果（地域への貢献度合い）に関する指標

※　①～④の各項目は、学部の数値を集計。
※  ①②⑤⑥の数値は、小数点第2位以下を四捨五入。③④の数値は、小数点第3位以下を四捨五入。

⑦各大学における特色ある取組、公立化時の目標の達成状況　：別紙参照

Ⅱ．経営見通し（収益性）に関する指標
（千円）

※１　学校法人時点は、私学助成金を計上

※２　学校法人時点は、（②収入）-（（運営費交付金（A））-（③公立大学法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコスト）

※３　学校法人時点は、帰属収入合計を計上

※４　学校法人時点は、設立団体からの補助金を計上

※５　鳥取県の人口の推移（鳥取県HP）  

※６　令和３年度までの数値は行政サービス実施コスト計算書の自己収入等（運営費交付金、資産見返戻入を除く）を経常収益（資産見返戻入を除く）で除して整理したもの

※７　令和３年度までの数値は行政サービス実施コスト計算書の一会計期間における業務運営に関し、住民が負担する一人当たりのコストについて試算したもの

※８　「自己収入率」・「地域住民一人当たりの負担額」は、小数点第２位以下を四捨五入。なお、「地域住民一人当たりの負担額」については、０．１千円以下を「－」表示。
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公立化2年前 前年 公立化初年度 ２年目 ３年目

H22 H23 H24 H25 H26

公立鳥取環境大学

H27 H28 H29 H30

４年目 ５年目 ６年目 ７年目

1,544人 1,715人 1,278人 1,674人

6.1倍5.6倍 6.2倍 4.6倍

・志願者 (a) 268人 460人 2,753人 1,003人 2,229人

①入学志願倍率 ( a / b ) 1.0倍 1.7倍 10.0倍 3.6倍 8.1倍

276人 276人 276人 276人 276人・募集人員 (b) 276人 276人 276人 276人

56人 41人 47人 43人

14.8%

・設立団体の地域内入学者 (c) 99人 97人 70人 64人 40人

②地域内入学者率 ( c / d ) 66.4% 43.5% 23.6% 21.7% 12.0% 18.9% 14.1% 14.7%

332人 297人 291人 320人 291人・入学者 (d) 149人 223人 296人 295人

・在籍者 (f) 621人 672人 816人

1.05倍

④収容定員充足率 ( f / g ) 0.51倍 0.58倍 0.73倍 0.86倍 1.02倍 1.09倍

③入学定員充足率 ( d / b ) 0.54倍 0.81倍 1.07倍 1.07倍 1.20倍 1.08倍 1.05倍 1.16倍

961人 1,138人 1,214人 1,230人 1,237人 1,216人

1.11倍 1.11倍 1.09倍

82.3% 89.9% 90.9% 93.4% 93.4%

1,112人 1,112人 1,112人1,112人 1,112人

⑤就職率 ( i  /  (ｈ－ｊ)) 68.1% 77.8% 81.7% 83.5%

・収容定員 (g) 1,212人 1,162人 1,112人 1,112人

163人 214人 249人 268人 228人

300人 254人

・就職者(i) 98人 98人 103人 106人

・卒業者 (h) 148人 134人 135人 131人 201人 252人 288人

21.0% 22.1% 9.7% 23.7%

13人 10人

⑥地域内就職率 ( k / i ) 39.8% 46.9% 43.7% 39.6% 31.3%

・進学者(j) 4人 8人 9人 4人 3人 14人 14人

公立化2年前 前年 公立化初年度 ２年目 ３年目 ４年目

51人 45人 55人 26人 54人・設立団体の地域内就職者数 (k) 39人 46人 45人 42人

５年目 ６年目

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

運営費交付金（A）　※１ 164,251 150,127 787,991 835,900 838,458 824,048 915,644 926,961

自己収入等（B） 668,905 780,499 754,661 784,058 896,313 816,695

769,538

資産見返運営費交付金等戻入　（C） 0 807 19,481 31,350 39,827 44,798

①自己収入　（B-C-D）　※２ 857,093 1,084,220 652,049 747,857 713,247 736,942 756,181

11,721

②収入（A+①）　　※３ 1,069,502 1,256,264 1,440,040 1,583,757 1,551,705 1,560,990 1,671,825 1,696,499

資産見返寄附戻入（D） 16,049 13,161 10,064 7,289 95,334

579,591人 576,626人 573,441人 569,579人 565,233人

③公立大学法人の業務運営に関して住民等の負担に
帰せられるコスト　※４ 48,158 21,917 1,095,701 1,082,128 1,146,693 1,026,678 989,814 1,040,145

④人口　※５ 588,667人 586,124人 583,174人

46.0% 47.2% 45.2% 45.4%

地域住民一人当たりの負担額(③/④）　　※７ ‐ ‐ 1.9千円 1.9千円

自己収入率（①/②）　※６ 80.1% 86.3% 45.3% 47.2%
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公立鳥取環境大学 
○各大学における特色ある取組、公立化時の目標達成状況 

 

教育の質の向上及び地域貢献のための取組状況 

・環境学部、経営学部の設置 

平成 24（2012）年 4月、鳥取県と鳥取市が設置する公立大学法人へと設置者の変更を行うと同時に、過去

の環境に関する学術研究の蓄積を活かした「環境学部」と、地元経済界等からの要望を踏まえ、山陰地方と

しては初めてとなる「経営学部」を設置した。公立化以降、教育改革を進めるとともに、収容人員の多い講

義室を配置する大講義棟の建設や実験設備の充実した実験研究棟の建設など、学修環境の整備を行った。入

試では公立化以降の志願倍率は３～５倍程度を維持するとともに、就職率も高い水準を保っている。 

・公立鳥取環境大学版リベラルアーツの推進 

本学の教育目標を達成するために、基本理念に基づき、深い教養の下地となる基礎教育を「公立鳥取環境大

学版リベラルアーツ」として定義し、平成 28（2016）年度から学部共通・基礎科目の相互履修や英語教育

の充実など、基礎教育の深化を進めている。 

・プロジェクト研究の進化 

１・２年次開講科目である「プロジェクト研究１～４（PBL（Project Based Learning）科目：必修）」では、

学生が自ら考え、他者と協働しながら行動することを重視し、「思考力・判断力・表現力」を育て、「自分の

意見を作りつつ多様な人々と協働して学ぶ態度（主体性・多様性・協働性）」を育んでいる。 

一般テーマとは別に、地域における具体的な課題などをテーマとしてフィールドワークの要素も加えた麒

麟プロジェクト研究（※）を設け、１・２年の間に必ず１回履修する仕組みとし（半期毎の計４回の履修機

会のうち、麒麟プロジェクトを含む４つのテーマを１回ずつ履修する）、さらに事後学習として「麒麟の知

（３年次）」で麒麟プロジェクト研究の担当教員による専門的な解説を行うことより、２年次までのカリキ

ュラムと３年次以降の専門的な学修の連携を図っている。 

※麒麟プロジェクト研究：COC 事業にて鳥取県東部地域と兵庫県の新温泉町を含む一帯を麒麟地域として

設定し、学生の麒麟地域への愛着や地域社会とのつながりを育み、麒麟地域への定着意欲を高めることを目

的したテーマにて活動を行うもの。 

・副専攻制度 

幅広い基礎学力を土台に更なる知識を探求する学生のために、令和 3（2021） 年度入学生から副専攻制度

を導入し、本専攻から派生する「環境学」、「経営学」の他に、国際社会で必要となる英語力を育成する「英

語実践」、データを活用する力を育成する「ＡＩ・数理・データサイエンス」、鳥取に密着し在来知を学ぶ「地

域実践（麒麟）」の５つの副専攻プログラムを編成している。 

・COC+への参画及び COCの取り組み 

地域貢献のための取り組みとして、平成 27（2015）年度から令和元（2019）年度まで「COC+事業（地（知）

の拠点大学による地方創生推進事業）（鳥取大学が主幹校）」及び「地(知)の拠点（COC）」大学として“｢麒麟

 別紙 



の知(地)による学生教育プログラムの開発・展開｣”を行ってきたが、補助事業終了後も引き続き幹事校・関

係大学・近隣自治体や経済団体等と連携して、鳥取県の補助を受けて「地域創生人材育成・定着推進事業」

を実施し、地域に愛着を持つ地域指向の人材育成を行うとともに、卒業生の県内就職や地域定着の増加の達

成に向けて取り組んでいる。 

また本県東部地域及び兵庫県北部（麒麟地域）を中心にその現状と課題について把握し理解を深めるため、

本学、関係市町村や企業等で構成する「とっとり麒麟地域活性化プラットフォーム」を設立し、地域活性化

に取り組んでいる。 

・キャリア教育の充実 

必修科目として「キャリアデザイン A（1年次）、B（2年次）」、鳥取県インターンシップ推進協議会と県内

の高等教育機関が共同で行う地域協働型インターンシップへの参加を要件とする「基礎インターンシップ

（1年次）」を開講しているほか、地元の企業と協力して現場実習を含む学びの場を提供する「特別演習 A、

B、C（1年次）」や地域ベンチャーを県内企業とともに考える「鳥取グリーンベンチャー」など幅広い分野

で地域企業と連携する仕組みを設けている。 

このほか、経済団体が主催するフォーラムに学生が参加するなど、地域との意見調整の場を経験させ、教育

効果を高める場を作ることにより、地域への定着意識と就業のための受け皿が形成され、卒業生の県内定着

率の向上を図っている。 

・鳥取県内４大学連携単位互換制度の設立 

平成 29（2017）年に県内４大学間で鳥取大学、鳥取短期大学、鳥取看護大学、本学との間で「鳥取県４大

学の単位互換に関する包括協定書」を締結し、各大学の一部科目が他大学で履修できる仕組みを整備しまし

た。 

・地域連携コーディネーターの設置 

平成 26（2014）年度より新たに地域連携コーディネーターを配置し地域の要望や相談を受付け、専門知識

を有する教員を紹介したり学生を地域に派遣する等して、地域と大学との連携を図っている。 

・地域連携特別研究助成・地域連携活動推進助成金制度の創設 

平成 27（2015）年度より新たに学内教員に対して地域連携特別研究助成を創設し、地域貢献に資する学術

的・地域活動に関する研究及び地域のニーズに応じた地域連携事業の強化を図っている。また地域連携活動

推進助成金制度を創設し、本学の学生等による地域イベント等への参加、地域住民との交流、地域のスポー

ツ又は文化振興等の地域連携活動を推進するための助成金を交付している。 

 

地域貢献に関する目標の達成状況 

・大学が保有する知識・情報・教育資源及び研究成果の還元 

公開講座は、広く一般を対象としたもののほか、夏期休業中の小・中・高校生を対象にしたものなど、多様

な講座を開設し、受講者がより受講しやすい時間帯・場所で講座を開講している。 

・地域の学校との連携 

県内全域の小中学校、高校との連携を強化し、子どもたちの知的好奇心を高める「学びの場」として活用さ



れるよう、夏期休業中のセミナーなどの教育支援や英語村等の大学施設を積極的に提供している。とりわ

け、”英語村”では、県内の児童・生徒を対象として出張英語村を実施するなど、学外活動にも取り組んでい

る。 

・地域連携活動の推進 

地域連携に関する相談窓口を置き、広く地域から要望や意見を聴取するとともに、地域のニーズに基づく公

開講座や各種セミナーの開催、調査・研究を行い、大学の知の財産を地域社会に還元している。また、まち

なかキャンパスにおいては本学が主体となって「公開講座」や「まちなか英語村」、教職課程を履修する学

生及び指導教員による学習支援事業である「環境大学スタディ」を実施するほか、行政・企業一般の会議・

イベントへの貸出等、利用用途の幅が広がっており、地域からの要望や意見を受け付ける窓口としての機能

を果たしている。 

・SDGsへの取り組み 

本学は平成 13（2001）年の設立以来、「人と社会と自然との共生」の実現に貢献する有為な人材の育成と創

造的な学術研究を行うことを基本理念としている。その基本理念は SDGs の趣旨に一致することから、平

成 30（2018）年に「SDGs取り組み宣言」を行い、積極的に活動している。現在は鳥取県の「とっとり SDGs

パートナー」制度に参画し、鳥取商工会議所工業部会との SDGs 連携事業において企業の環境分野等の課

題解決を行う等、地域とともに SDGs達成に向けて取り組んでいる。 


